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４．議事概要　
2022年度第2回国際連携タスクフォース会議は、以下の議事を行った。
（資料：国際連携2022-2-01第2回国際連携タスクフォース会議議事次第）
４－１．第1回国際連携タスクフォース議事録確認
　事務局菅又より、第1回国際連携タスクフォース議事録案の説明が行われ、それを確認した。 
（資料：国際連携2022-2-02 第1回国際連携タスクフォース議事録（案））
４－２．国連CEFACT総会会議報告
　事務局菅又より、JASTPRO作成の国連CEFACT総会議事録（翻訳）に基き、10月10日-11日に対面とオンラインのハイブリッド形式で行われた総会議事の説明がなされ、以下の審議が行われた。
（注）本議事録の報告は、主に日本からの専門家（エキスパート）が関わった事項を抜粋して紹介する。
（資料：国際連携2022-2-03 国連CEFACT総会報告）
【報告事項】
· 参加国：オーストラリア、アゼルバイジャン、ブラジル、中国、コンゴ (共和国) 、チェコ共和国、フランス、ジョージア、ドイツ、インド、イタリア、日本、韓国 (共和国) 、モロッコ、オランダ、パナマ、ロシア連邦、セネガル、スペイン、スウェーデン、グレートブリテン及び北アイルランド連合王国、ウクライナ、アメリカ合衆国、ベトナム。
· 国連CEFACT共通辞書（CCL: Core Component Library）及びXML Schemaのバージョン21A, 21B, 22Aが発行された。
· アジア太平洋地域ラポータ（菅又）によりAFACT活動紹介が行われた。
· 日本提案の「メッセージ構築ガイド」に基づき、CCBDA（Core Components Business Document Assembly）及びXML NDR（Naming and Design Rule）の改訂版が発行された。
· 日本の旅行チームの貢献により、体験プログラム（Experience Programs Information Exchange e-business）標準が発行された。
· 日本がリーダー及び編集チームを担当した電子交渉ビジネス標準が発行された。また、プロジェクトリーダー（菅又）による電子交渉のエグゼカティブガイドの発表が行われた。
· 今後の会議予定：
· 第39回国連CEFACTフォーラム（オンライン）：2022年12月5日-6日
· 第40回国連CEFACTフォーラム（ジュネーブ）：2023年5月8日-12日
· 第29回国連CEFACT総会（ジュネーブ）：2023年11月22日-23日
【審議】
· 電子交渉プロジェクトは終了（Exit）となったのか？(Exitはビューロー会議で確定され、アクティブ・プロジェクト一覧から消去されるが、まだ確認していない。
· 本年12月の国連CEFACTフォーラムの前の週にドメイン／プロジェクト会議を開催することが推奨されている。
· SWAMはSingle Window Assessment Methodologyの略語である。2021年11月
４－３．ISO TC154総会報告
　事務局菅又より、10月13日-14日に対面とオンラインのハイブリッド形式で行われた総会議事の説明がなされた。
（資料：国際連携2022-2-04 ISO TC154総会報告）
· 主要な総会決議（Resolution）事項は以下の通り。
· WG4（Standardized Document）の解散
WG4の唯一のプロジェクト：電子文書のメタモデル標準（WG36100）の作業が中断しており、スケジュール遅延理由で自動的にプロジェクトはキャンセルとなった。これによりWG4のプロジェクトが存在しなくなったため、解散が決議された。

· TC307とのJWG（合同作業グループ）設置提案
WG6（Trusted e-Communication ）より電子文書のコミュニケーション・プラットフォームとしてブロックチェーンを使用するためのガイドライン（TR 19626 Trusted Communication Platform for e-Document　Part3: Blockchain based implementation guide (Blockchain)）プロジェクトについて、ブロックチェーン全般を担当するISO TC307とのJWG（Joint Working Group）設置の提案が行われた。全体会議で審議の結果、まずはTC307との協同の目的・範囲・方法を検討するためのアドホックグループを設置することとし、JWG設置提案はアドホックグループの報告ができるまで審議は先送りすることとなった。
· JWG8（Logistics Data Contents and Process）の解散
JWG8はUNECEとのJWG（Joint Working Group）で、物流データとプロセスの標準化を担当するが、UNECEより適切な合同作業の運営がなされていないとのクレームがあり、TC154とUNECEの度重なる意見交換の末、2022年8月にUNECEは当JWGから撤退し、JWGは解散となった。ただし、現在進行中のプロジェクト（電子BLなど）の継続が望まれるため、TC154とUNECEとの間でJWGを遂行するための付託条項（TOR: Terms Of Reference）の検討が進められており、TOR合意後に新たなJWGが発足されると思われる。
· UNECEからのBuy-Ship-Pay参照モデル（Reference Data Model）のFast Track提案が提出される予定
· 次回TC154総会予定
2023年10月最終週に、Calconnect（The Calendaring and Scheduling Consortium）の主催により、米国カリフォルニアまたは中国香港にてハイブリッド形式で開催される予定。 


４－４．国連CEFACT API化プロジェクト

事務局菅又より、仮翻訳資料に基づきJSON NDR技術仕様及びOpenAPI NDR技術仕様の説明が行われた。両技術仕様はこのほど国連CEFACTホームページより公開されている。
（資料：国際連携2022-2-05 JSON Schema Naming and Design Rules V1.0）
（資料：国際連携2022-2-06 OpenAPI Naming and Design Rules V1.0）
· JSON NDR技術仕様
· JSONNDR技術仕様は、JSON を定義、記述、および使用してビジネス情報交換を API 経由で一貫して表現するために必要なアーキテクチャと一連のルールを定義している。 これは、JSON スキーマ チームの仕様と UN/CEFACT コア コンポーネント技術仕様（CCTS）に基づいている。 
· この仕様は UN/CEFACT によって使用され、UN/CEFACT 標準として公開される JSON スキーマおよび JSON スキーマ ドキュメントを定義する。すなわち、国連CEFACTの標準XMLスキーマによるメッセージ定義のように文書全体をJSONスキーマで定義することもできるし、OpenAPIで使用するJSONスキーマによるリソースを定義することもできる。
· 当仕様は、CCTSで規定するABIE/ASBIE/BBIE及びデータ型をJSONスキーマにマッピングする方法を規定している。特にCCTS規定の全てのデータ型につきJSONスキーマによる表現方法を規定している。
· OpenAPI NDR技術仕様
· この OpenAPI NDR技術仕様は、OpenAPI 仕様（RESTful Web サービスを記述、生成、消費、視覚化するためのインターフェース仕様）に基づいて API を指定、記述、および実装するために必要なアーキテクチャと一連のルールを定義し、ビジネス情報を一貫して表現する。これは、OpenAPI 仕様と UN/CEFACT コアコンポーネント技術仕様（CCTS）に基づいている。
· UN/CEFACT CCTSに従って、UN/CEFACT 参照データモデル (RDM: Reference Data Model)の任意のレイヤーを対象としてOpenAPIを作成する。 これには、Buy-Ship-Pay や Accounting などの包括的な RDM と、Supply-Chain-Reference-Data-Model (SC-RDM)、Multi-Modal-Transport-Reference-Data-Model (MMT-RDM) などのコンテキスト化されたモデル、及びロード コンサインメント ノート (eCMR) や原産地証明書 (COO) などの単一メッセージの実装に至るまで適用可能。
４－５．今後の予定
· 業界横断EDIタスクフォース会議：11月21日

· 国連CEFACTフォーラム：12月5日～6日
· AFACT総会：12月15日
· 第3回国際連携タスクフォース会議：12月20日
以 上
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